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■１．研究開発プロジェクトの目標の達成状況 
○目標は、ある程度達成されたと評価する。 
本プロジェクトは、産学連携・技術移転のプロセスにおけるアソシエイトの具体的活動と成果

との関連（価値連鎖プロセス）を明らかにするとともに、地方大学が有する大学発シーズの上市
に関わる価値連鎖プロセスにおける成功要因およびボトルネックを組織マネジメントのレベルで
明らかにすることを目指しものである。本研究開発の問題意識は明確であり、研究代表者の産学
連携に関する実務的な経験知と研究開発実施者の学術的な問題関心の交錯地点として技術支援ア
ソシエイトの役割に着目している。そのうえで、地方大学の産官学連携の活性化を進めるために
は、地方大学を一括りにした施策やニーズ提案型の施策だけでなく、個々の地方大学の実情に応
じた施策を講じていくべきであるという基本的な問題認識に立脚している。こうした目標設定お
よび課題認識は、地方大学における産学連携・地域連携に関する組織的な取組における成功要因
の分析・抽出に関する提案を求めた本プログラムの趣旨に合致するものであり、妥当であったと
いえる。ただし、当初計画におけるリサーチ・クエスチョンの設定がやや曖昧であったこともあ
り、導出された示唆にも曖昧さが残された点は否めない。この点は、プロジェクト開始の段階で、
本プロジェクトを通して解決すべき具体的な「問い」がより明確に設定されるべきであった。 
プロジェクトでは、まず全国 86 の国立大学法人等の技術移転実績の実態調査として、価値連鎖

プロセスにおける大学産学連携本部と TLO の主な役割を明らかにするべく、「共進化枠」として
の連携先機関である文部科学省産業連携・地域振興課が保有する承認 TLO35 機関の報告データ
（非公開データ）の分析とデータベース化が行われた。そのうえで、成功要因の類型化のための
指標を構築することを目的として、プレインタビュー調査を経て調査対象の選定が行われ、半構
造化インタビューが実施された。調査対象の選定にあたっては、文部科学省による「大学等にお
ける産学連携等実施状況調査」のデータをもとに包絡分析法（Data Envelopment Analysis: DEA）
を用いて生産性が効率的なグループとして 18 大学を抽出し、これにトライアンギュレーションの
観点から４大学を追加する形で調査対象が設定された。その後、①戦略と価値連鎖、②組織と価
値連鎖、③組織的成果（ベスト／ワースト・プラクティス）の大きく 3 つの観点からインタビュ
ーが行われ、22 大学の価値連鎖プロセスが可視化されるに至っている。 
こうした丹念なインタビュー調査を通じて、大学における産学連携活動はマクロ（社会・政府、

メゾ（大学の経営層）、ミクロ（産学連携部門）の各次元をまたぐ①現場に腹落ちしない運営サイ
クル、②推進力にかける実務サイクルの二つのサイクルからの影響を受け、効果的な大学発ベン
チャー支援が困難になっているという示唆を導出した。より実践的には、産学連携支援の範囲の



 

拡大という環境変化に対して大学の産学連携部門の経営資源および組織的基盤の強化が追い付い
ていない現状、そして大学発ベンチャーの設立そのものが自己目的化することの弊害として、「支
援」が形骸化している実態が浮き彫りとなった。また、主たる研究開発実施内容を補完する取り
組みとして、当初は計画に盛り込まれていなかった TLO と産学連携パフォーマンスとの関係を
テーマとした論文を対象としたシステマティック・レビューや TLO の組織構造を 3 タイプ（内
部型・外部一体型・外部広域型）に分類した上でこれらの違いが大学の技術移転パフォーマンス
に及ぼす影響についても分析が行われるなど、目標達成に向けて研究開発実施内容の拡張が行わ
れ、それぞれに成果が創出されている点は高く評価される。こうした目標修正は、プロジェクト
の推進状況に合わせてある程度適切になされたと評価できる。 
このように研究代表者らの問題意識が実際に検証される形で成果が創出されている一方で、本

研究開発には重大な課題が指摘できる。研究代表者も認識しているように、当初計画されていた
研究開発実施項目の一部が現時点で未了のままとなっている。当初の計画では地方大学の技術移
転全体がスコープとされていたが、インタビュー調査を経て実際に分析された成果は大学発ベン
チャーの支援をめぐる課題の整理のみとなっており、最終的な成果は部分的な分析にとどまって
いるといえる。特に、地方大学の技術移転の観点からの成功要因の分析と大学発の技術に基づく
製品の上市プロセスにおける価値連鎖分析といった本プロジェクトの中核というべき実施内容が
未了となっている点を踏まえれば、本研究開発はプロジェクト運営の観点で大きな課題を有して
いたものと評価せざるを得ない。研究開発期間中に研究代表者がサバティカル休暇を取得するこ
ととなった点やこれらの実施内容の分析を担当するアシスタントのリクルートがうまく進まなか
った点など、実際にプロジェクト・マネジメントの面で当初想定されていなかった課題に直面す
ることとなったものと推察されるが、結果的にこうした事情変更に十分に適応することができか
なかったものと判断される。これらの未達の実施項目については、今後の取り組みの中で具体的
な成果としてのとりまとめを強く期待したい。 
なお、本プロジェクトは、本プログラムが第３期より新たに導入した「共進化枠」として推進

されたものである。「共進化枠」は文部科学省の担当原課から提供された政策課題をもとに、公募
テーマを設定するニーズ・ベースドのアプローチを採用している。本テーマについても、公募段
階から文部科学省産業連携・地域振興課（旧産業連携・地域支援課）との連携を通じて課題の設
定を行ったものであり、採択後の研究開発の推進にあたっては政策担当者との密接な連携が期待
されたところである。研究代表者の産学連携に関する実務者としてのキャリアのなかで形成して
きた文部科学省の政策担当者との間における公式・非公式の関係性を通じて、様々な意見交換や
情報提供がなされたものと思われるが、本研究開発の目標である大学発シーズの上市に関わる価
値連鎖診断プロトコルの実装に向けた具体的な道筋はみえておらず、プロジェクト全体としても
本研究開発が政策担当者との間で共創的に推進されたとは判断し難い。もっとも、こうした低調
な政策コミュニケーションの要因は、必ずしも研究代表者らの責に帰するものばかりではなく、
実際には連携先機関の事情変更が大きく影響しているものと推察される。 

 
 
  



 

■２．政策のための科学プログラムの目的達成への貢献状況 
○客観的根拠に基づく科学技術イノベーション政策形成への寄与という観点で、成果は、科学技
術イノベーション政策形成の実践に将来的に資すると、ある程度期待し得ると評価する。 
本プロジェクトでは、技術移転アソシエイトに着目し、産学連携プロセスの価値連鎖診断プロ

トコルの開発と地方大学における産学連携の成功要因の解明が目指された。データベースの構築
やインタビュー調査の実施を通じて価値連鎖プロセスの可視化を行うとともに、大学発ベンチャ
ー支援における機能不調のメカニズムが明らかにされた。これらの研究開発成果は、連携先機関
である文部科学省において認識されていた地方大学における産学連携の強化という政策課題をと
らえたものといえる。特に、インタビュー調査や補完研究として実施された分析を通じて創出さ
れた知見の多くは、現場（大学の産学連携担当者）における問題意識と産学連携政策を推進する
政策当局との間で認識のギャップが存在していることを示唆するものである。 

 
○共進化を通じて、連携先機関において認識されている具体的な政策課題の解決に貢献しうる成
果はある程度創出されたと評価する。 
連携先機関として想定された産業連携・地域振興課とのコミュニケーションについては、研究

開発の進捗報告と意見交換（オンラインを含む）、本プログラムが主催する共進化セミナーの企画
等に加え、研究代表者による定期的な訪問といったインフォーマルなコミュニケーションも実践
されているものと窺われる。こうした連携先機関との間における情報提供や意見交換のなかで、
調査を通じて明らかとなった現場の課題感や認識を連携先機関にフィードバックすることは、直
接的な政策課題の解決に貢献するものではなかったにせよ、現在推進されている産学連携・スタ
ートアップ支援施策に対する一定の気づきを提供したものと考えられる。この点は、連携先機関
による当初の期待を上回る知見であり、産学連携に関する将来的な政策形成に資する知見が一定
程度創出、提供されたものと評価される。その点では、共進化枠であるからこそ実現できた政策
コミュニケーションが確かに存在するものといえる。とはいえ、たとえば大学発ベンチャー支援
における機能不調のメカニズムなどの本研究開発を通じて得られた知見は組織マネジメントレベ
ルでの発見というにはやや一般的な感が拭えず、汎用性は認められるものの、実際の政策的実践
に資するレベルでの示唆が得られているとは言い難い点は留意されるべきところである。 
また、共進化枠のプロジェクトとしては、政策担当者とのより密接な連携のもとに共創的な形

での研究開発の推進が期待されたが、こうした政策コミュニケーションについては必ずしも実質
的な意義を伴う形では展開されなかったものと窺われる。実際のコミュニケーションは、研究開
発期間全体のなかでわずか６回にとどまっており、研究代表者らが行政側のニーズや期待の把握、
協力の調達といった点で常に対応に苦慮しながらコミュニケーションがはかられた様子が窺われ
る。実際のところ、本研究開発期間の間に連携先機関の側の担当者が 3 度にわたり交代するなど、
連携先機関側における事情変更が当初本プロジェクトに向けられた期待値を維持することを困難
にしたものと想像させる。より直接的な影響としては、本研究開発の出発地点となったデータベ
ース構築における中核的な要素として期待された TLO の技術移転実績に関するデータの取得に
あたっては、当初非公開情報であることを理由に提供が拒否されるという事態に直面することと
なった。実際には、その後担当者の異動を転機としてあらためて提供を受けられる運びとなった



 

が、結果的には予定されていた研究開発のプロセスが遅延することとなった。こうした非公開デ
ータの提供という「共進化枠」であるからこそ実現できた取り組みが存在する一方で、その後の
研究開発プロセスについては意見交換や情報共有というレベルを超えて共創的に研究開発を推進
することはできなかったものと評価される。特に、開発された価値連鎖診断プロトコルが連携先
機関である産業連携・地域振興課における政策立案や既存の施策の改善に具体的にどのように寄
与しうるのか、その可能性や実装に向けた道筋が研究開発の過程で描き出すことことができなか
った点が惜しまれる。未了となった研究開発実施項目の実施を含め、残された課題として本プロ
ジェクトの終了後にも引き続き継続的な取り組みを期待したい。 
 
○本プロジェクトは、「科学技術イノベーション政策のための科学」に資する新たな指標や手法等
の創出および制度等にある程度貢献し得ると評価する。 
本研究開発プロジェクトの成果については、データベースの構築と効果的なパフォーマンスを

挙げている大学に対するインタビュー調査、価値連鎖プロセスの可視化といった計画されていた
実施内容に加え、トップマネジメントチームのパフォーマンス分析や大学発技術の上市に係るシ
ステマティック・レビュー、ベンチャー支援における機能不調の分析といった当初計画されてい
なかった補完的な研究についても、プロジェクトメンバーらを中心に精力的に取り組まれており、
学会発表や組織学会の学術誌において論文化されている。 
他方で、価値連鎖プロセスの可視化には至っているものの、大学発技術に基づく製品の上市の

成功要因に対する価値連鎖プロセスの位置付けについては検討が不十分であり、結果として本研
究開発の中核的な成果として期待された価値連鎖診断プロトコルそのものについては、その内容
の妥当性について既往の知見を踏まえつつ専門家のレビューを受けるべきところ、本事後評価の
時点ではそれが実現していない状況にある。そのため、これらの研究開発成果が政策形成に資す
る科学的な手法として十分な説得力を持った成果に至っているとは言い難く、研究開発成果とし
てはやや物足りなさを感じざるを得ない。本プロジェクト終了後も、未了となっている取り組み
を継続するとともに、本研究開発の中核的な研究成果については第三者が評価可能な形で発表す
るなど、よりロバストな成果としてさらに発展させていくことを期待したい。 

 
本プロジェクトは、TLO 等における産学連携に関する実務経験を有する研究代表者とアントレ

プレナーシップや技術移転等の経営学を専門とする研究実施者らからなるハイブリッドな構成で
プロジェクトが組成されている点に特徴がみられる。また、メンバーのなかには、SciREXコミュ
ニティにおいて長らく科学技術・イノベーション政策の経済社会効果の分析と政策立案支援ツー
ル SPIAS の開発に従事してきた中核的な研究者の参画もみられており、共進化実現プログラムの
池内プロジェクトとのプロジェクト間連携の形もとられた。産学連携の実務家や経営学からのア
プローチは本プログラムとしては新たなバックグラウンドからの参画でありつつ、それらが
SciREX コミュニティの既存人材とが合流する一つのフィールドを提供することにつながったも
のいえる。このような点において、本プロジェクトは、本プログラムが目標とする人材育成やネ
ットワーク拡大において一定の貢献をしたものと評価する。 
 



 

■３．研究開発プロジェクトの目標の達成に向けた取り組みの状況 
○研究開発活動は適切になされたと評価する。 
プロジェクトとしての目標達成に向けて、計画段階から取り組むべき課題や段階的な対応が構

造的に整理されており、個々の実施項目ごとに目標設定や分析・アプロ―チの方法、工程等があ
る程度具体的に構想されていた。一方で、設定されたリサーチ・クエスチョンがやや曖昧なもの
であったことに加え、研究開発投資を縦軸、ライセンス収入を横軸にとる４象限マトリクスの作
成やアンケート調査の実施等は、当初計画に盛り込まれていながらも実際には実施されていない
など、計画段階での手法としての妥当性や実現可能性の検討が十分ではなかった点は否めない。
また、前述のとおりインタビュー調査を通じて価値連鎖プロセスの可視化が行われているものの、
本来期待された成果というべき地方大学の技術移転の類型化や大学発技術に基づく製品の上市の
成功要因に対する価値連鎖分析は未了のままとなっている。こうした研究開発の遅延や未達の状
況は、「共進化枠」として期待された文部科学省からの非公開データの提供が 1年間遅れたことが
少なからず影響していることは否めないが、それを考慮してもなお研究開発活動は一部適切にな
されたとの評価に留まらざるを得ない。 
 
○また、本プロジェクトは一部適切に管理運営されていたものと評価される。研究開発実施者ら
を中心に精力的に研究開発成果がとりまとめられた一方で、本プロジェクトの目標の達成状況を
見る限り、共進化に伴う連携先機関との協力関係の構築にあたり困難に直面したことに加え、プ
ロジェクト・マネジメントの面においても重大な課題を抱えていたといわざるを得ない。本プロ
ジェクトは実務家と研究者の異なる背景を持ったメンバーから構成された人文・社会科学分野に
おけるトランスディシプリナリーな研究開発体制であった点を特徴としていた。一方で、実際の
運営面では実務家の経験知と研究者の学術的関心とが必ずしもうまく折り重ならず、その整合を
はかるうえで双方が一貫して対応に苦慮してきた様子を窺われる。本研究開発を通じて創出され
た主要な成果が研究者主導で進められた実施項目に偏っており、実務家側の問題関心から設定さ
れた実施内容については必ずしも十分な成果を得られていない点も、こうしたプロジェクト・マ
ネジメントの面での困難を反映した結果とも考えられる。その点では、3.5 年というプロジェクト
期間は、本来問題意識やモチベーション、生態系がまったく異なる実務家と研究者との間におけ
るギャップを調整し、両者の関係性を深化させるためのある種の実践的な挑戦の時間であったと
いうことができる。こうしたプロジェクト・マネジメント上の課題は、分野や立場の異なる多様
な主体の参画を通じた共創的な研究開発が求められる「政策のための科学」の領域における研究
開発体制の構築とマネジメントのあり方について、重要なレッスンを与えるものであるといえよ
う。 
 
○本プロジェクトにおいては、連携先（カウンターパート）となる文部科学省の担当課とのコミ
ュニケーションは概ね適切になされたと評価する。本プログラムにおける初の共進化枠のプロジ
ェクトであったこともあり、連携先機関となる文部科学省との間で、共進化枠そのものの位置づ
けをはじめ、研究開発としての問題意識の共有や方向性に関する共通認識の構築の面で、固有の
難しさに直面することになったものと思われる。プログラムとしては、研究開発の初期段階から



 

政策担当者との間で本プロジェクトの問題意識の共有と継続的な関係性の構築、そして成果の実
装に向けた検討を行うよう求めてきたものの、結果としては本プロジェクトとしての連携先機関
とのフォーマルなコミュニケーションは必ずしも頻度高く実施されていたようには見受けられな
い。これは、連携先機関の側で参照に値する知見が創出できたかという点もさることながら、共
進化に固有の事情についても留意されるべきであろう。すなわち、研究代表者らが政策コミュニ
ケーションに十分なエフォートを割かなかったというよりも、文部科学省における人事異動や政
策的な優先順位の変化等が産学連携・地域振興課側での本プロジェクトに関する継続的な関心を
維持することを困難にした結果と思料される。その点においては、文部科学省側の継続的なコミ
ットメントをどのように調達するかについて、プロジェクト側の努力や工夫のみならず、プログ
ラム側にも一層の工夫が求められたところである。この点は「共進化枠」のデザインとマネジメ
ントをめぐる重要な課題というべきものであり、公募を通じたニーズ・ベースドの研究開発のあ
り方としてのプログラム側の課題として慎重に再考される必要がある。 
実際のところ、研究代表者を中心に、研究推進側でとりうる様々な工夫が凝らされていたもの

と評価される。プロジェクトにおける連携先機関とのフォーマルなミーティングのみならず、直
接訪問やその他の関係性を通じたインフォーマルなコミュニケーションを試みており、政策担当
者側のニーズや期待値の把握、そして協力の調達に努めていた様子が窺われる。本研究開発を通
じて創出された知見については、こうした公式・非公式のコミュニケーションを通じて広く文部
科学省との間で情報提供や問題意識の共有がはかられたものと推察されるが、カウンターパート
となる産学連携・地域振興課側との間で価値連鎖診断プロトコルの活用や産学連携をめぐる地方
大学の多様性を踏まえた具体的な支援のあり方の検討などには結びついておらず、結果的にみれ
ば共創的な関係性の構築には至らなかったものと判断される。 

 
 

■総合評価 
○一定の成果が得られた／一定程度期待し得ると評価する。 
本プロジェクトは、地方大学における産学連携・技術移転を促進するため、技術移転アソシエ

イトの価値連鎖プロセスを解明し、大学発技術の上市プロセスの成功要因を明らかにすることを
目的としたものである。 
承認 TLO 報告データの分析とデータベースの構築、そして半構造化インタビューを実施する

ことで、22 大学における価値連鎖プロセスの可視化に成功した。さらにベンチャー支援にフォ
ーカスを絞り、大学の産学連携活動がマクロ・メゾ・ミクロの各次元にまたがる「現場に腹落ち
しない運営サイクル」と「推進力に欠ける実務サイクル」という二つの機能不全サイクルによっ
て阻害されているという示唆を導出した。これは、産学連携の現場と政策推進側との間に認識の
ギャップが存在することを示唆するものといえ、今後の産学連携政策の形成において重要な視点
を提供するものと期待される。また、TLO と産学連携パフォーマンスの関係に関するシステマ
ティック・レビューや、TLO の組織構造と技術移転パフォーマンスの関係分析など、当初の計
画には含まれていなかった研究についても補完的な研究として意欲的に取り組んだ点は高く評価
できる。しかしながら、プロジェクトの中核をなすはずであった地方大学の技術移転の観点から



 

の成功要因分析、および大学発技術に基づく製品の事業化プロセスにおける価値連鎖分析は未了
のままであり、本プロジェクトの主たる問題意識である地方大学の産学連携活性化には画一的な
施策ではなく、個々の大学の実情に応じたきめ細やかな施策が必要であるという主張が必ずしも
ロバストな形で主張されるには至っていない点が惜しまれる。 
また、プロジェクト運営面においては、産学連携の実務経験者と経営学の研究者から構成され

た点に本プロジェクトの強みが存在したはずであるが、この特徴が十分に生かしきれなかった点
が惜しまれる。実務家の実践知と研究者の学術的関心の統合に苦慮した結果、主要な成果が研究
者主導の項目に偏る形となっており、汎用性のある知見といえる一方で組織マネジメントレベル
での政策的な実践に寄与する知見を導出するまでに至っているとは言い難い。また、「共進化
枠」として期待された文部科学省との連携は、連携先機関の人事異動や政策的関心の変化といっ
た外的要因も影響し、必ずしも十分な成果を上げることができなかった。共創的な関係構築には
至らず、価値連鎖診断プロトコルの実装に向けた具体的な道筋を描くことができなかった。 
以上のように、本プロジェクトは、当初の目標を一部達成できておらず、プロジェクト運営や

連携先機関との共創の面でいくつかの重大な課題を残した。しかしながら、価値連鎖プロセスの
可視化をはじめとして、地方大学の産学連携・技術移転に関する新たな知見を生み出し、今後の
政策形成に一定の貢献をし得る可能性を示したことは高く評価できる。今後は、本プロジェクト
で取り組まれた実務家の実践知を学術的な手法に基づき検証するアプローチをさらに洗練させて
いくとともに、未了となっている研究開発項目の実施や研究成果の学術論文としての発表、そし
て価値連鎖診断プロトコルの政策的・学術的価値の確立に向けて、プロジェクト終了後も継続的
かつ発展的な取り組みとして展開していくことを強く期待する。 
 
■特記事項 
なし 
 
 


